
災害時医療救護活動ガイドラインのポイント(1) 

 
 
 
    

 1. 医療救護所 
 
 
 
    

 2. 受援体制 

 ○ 被災地内の傷病者は、できるだけ対応可能な病院に近接する緊急医療救護所に集めていく。 

救護所

医療救護所
（医師が活動を行う救護所）

現場救護所 など
（消防などの救助機関が活動を行う救護所 など）

緊急医療救護所
（超急性期から医療機関の近接地等に設置する医療救護所）

避難所医療救護所
（主に、急性期から避難所内に設置する医療救護所）

 (1) 主な救護所の種別  

 (2) 緊急医療救護所と避難所医療救護所の比較 

 ○ 陸路により参集する日本ＤＭＡＴは、原則として、医療対策拠点等に参集 

 (1) 参集拠点を指定できない場合(自動参集)  
○ 他県からの応援ＤＭＡＴの受援体制 について

東京医大病院

都立広尾病院

帝京大学病院

東邦大学大森

都立墨東病院

女子医大東

日本医大病院

羽田空港

有明の丘

立川駐屯地

中央道

首都高羽田線

京葉道路
・東関道

中核病院（医療対策拠点）

航空搬送拠点（SCU）

参集経路（陸路）

サービスエリア等

海老名SA
（31.3km）

足柄SA（80.9km）

石川PA（23.3km）

高坂SA（34.8km）

友部SA（72.8km）

談合坂SA
（57.7km）

上里SA（75.5km）

蓮田SA（18.1km）

佐野SA（57.9km）
守谷SA

（15.5km）

東名道

圏央道

圏央道

常磐道
東北道

関越道
圏央道・外環道

アクアライン

 (2) 都内の参集拠点を指示できる場合(指定参集)  

隣接県（被災地内含む） 東京都（被災地内）

支援県①（被災地外）

支援県②（被災地外）

支援県③（被災地外）

※　隣接県が被災地になる場合は、支援県に含みません

  3.支援県③

　自動参集　又は　指定参集

　千葉・埼玉・神奈川

　茨城・栃木・群馬（隣接県を除く関東ブロック）

  0.隣接県※

  1.支援県①

　主に、航空機参集

　指定参集　又は　航空機参集　東北・中部・近畿・中国・四国の各ブロック

　北海道・九州沖縄の各ブロック

  2.支援県②

ＤＭＡＴ

想定される主な参集方法　想定される支援県・ブロック区  分

　自動参集

参集拠点（SCU）

ＤＭＡＴ

ＤＭＡＴ
参集拠点 災害拠点病院

その他病院
ＤＭＡＴ

一次参集場所
高速道路

ＳＡ・ＰＡ等

①他県と配分調整
②参集ﾙｰﾄの確認
③最終参集拠点の
確定・変更

都は、支援県等に対し参集拠点と活動内容を提示 国（ＤＭＡＴ事務局）は、隣接県等に対して、一次参集場所の設置を要請

医療対策拠点を
設置する都内の
災害拠点病院

羽田・有明・立川など

　１　目　的

　２　場　所

　４　期　間

緊 急 医 療 救 護 所

医　　療　　救　　護　　所

[おおむね超急性期まで]

 ○ トリアージ
 ○ 軽症者（慢性疾患等を含む）に対する治療

 ○ (必要に応じて)中等症者・重症者に対する
　　搬送までの応急処置　３　機　能

　区市町村が、おおむね急性期以降に、避難所内に
　設置する医療救護所

[おおむね超急性期まで]
・病院がない地域に設置する避難所医療救護所
 ○ トリアージ
 ○ 軽症者（慢性疾患等を含む）に対する治療
 ○ 受入可能な医療機関までの搬送
 ○ 中等症者・重症者に対する応急処置
 ○ 避難者等に対する健康相談
 ○ 助産救護

　区市町村が、発災後速やかに、災害拠点病院などの
　近接地等に設置する医療救護所

 ○ 原則として、超急性期まで開設
　　（近接病院等の状況から閉鎖を判断）

避 難 所 医 療 救 護 所

[おおむね急性期以降]
・巡回診療などを行う避難所医療救護所
○　傷病者に対する治療
○　避難者等に対する健康相談　など

 ○ 500人以上の避難所、二次避難所 ○ 災害拠点病院などの近接地等(病院敷地内を含む）

 ○ 原則として、急性期から慢性期まで開設
　　（地域の医療機能や避難所の状況から閉鎖を判断）

○ 重症度に応じた適切かつ迅速な医療の提供 ○ 地域住民に対する医療機能の提供

・発災直後は、多数傷病者に対する優先順位が必要

↓
・病院前トリアージを実施して、中等症者等に対する

災害拠点病院などの診療機能を確保

・地域医療が回復するまで医療機能の確保が必要
↓

・病院がない地域における臨時的な医療機能の提供
・避難生活の長期化による被災者の健康管理など

  

資料５ 


